子ども・子育てプラザにかかる
大阪市子育て活動支援事業他２事業
委託事業者応募申請にかかる様式集
様式１－１
受託事業者応募申請書（単独法人等用）
　　１－２
受託事業者応募申請書（事業共同体用）
　　２　　
受託事業者応募申請にかかる誓約書
　　３－１
法人概要
　　３－２ 申請団体役員名簿
　　４－１
実施計画書　事業の趣旨・目的の達成及びサービスの向上Ⅰ
　　４－２　　　〃　 　事業の趣旨・目的の達成及びサービスの向上Ⅱ
４－３
　　 〃　　 申請団体
４－４
　　 〃　　 社会的責任・市の施策との整合
５　　 収支計画書
　　６
障がい者雇入れ計画書
　　７　　
委託事業者募集要項に係る説明会参加申込書
　　８　　 受託事業者応募申請に関する質問票
９－１
辞退届（単独法人等用）
９－２
辞退届（事業共同体用）
（様式１-１）
子ども・子育てプラザにかかる子育て活動支援事業他２事業
委託事業者応募申請書
令和　　年　　月　　日
大　阪　市　長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名
　子ども・子育てプラザにかかる大阪市子育て活動支援事業他２事業委託事業者として応募したいので申請します。
	応募する区※
	（　　　　　　　）　区

	担当者氏名及び連絡先
	担当部署
担当者氏名
電話番号
Ｅ-mail


· １申請につき１区とします。
（様式１-２）
子ども・子育てプラザにかかる子育て活動支援事業他２事業
　委託事業者応募申請書
令和　　年　　月　　日
大　阪　市　長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　（申請団体名称）
　
（申請者）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
（構成員）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
（構成員）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（構成員）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　子ども・子育てプラザにかかる大阪市子育て活動支援事業他２事業委託事業者として応募したいので申請します。
	応募する区※
	（　　　　　　　）　区

	担当者氏名及び連絡先
	担当部署
担当者氏名
電話番号
Ｅ-mail


· １申請につき１区とします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式２）
子ども・子育てプラザにかかる子育て活動支援事業他２事業
委託事業者応募申請にかかる誓約書
令和　　年　　月　　日
大　阪　市　長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　（法人等の名称）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　印
　子ども・子育てプラザにかかる子育て活動支援事業他２事業委託事業者応募申請を行うにあたり、「子ども・子育てプラザにかかる子育て活動支援事業他２事業委託事業者募集要項」に定める申請資格をすべて満たしており、添付書類の内容について事実に相違ないことを誓約します。
（様式３-１）
法　人　概　要
令和　　年　　月　　日現在
	フリガナ
	

	名称
	

	法人の所在地
	〒


	設立年月日
	

	役員数
	理事　　　　人　　　　　　　監事　　　　人

	評議員会設置の有無
	有　　　　　・　　　　　無

	基本財産
	

	設立理念
	

	主な事業内容
	

	法人の雇用する職員数
	

	その他特記事項
	


　　（様式３-２）
申請団体役員名簿
令和　年　月　日現在
	団体名
	

	所在地
	


	役職名
	フ　リ　ガ　ナ
	性別
	生年月日
	住　　　所
（注：番地まで記載のこと）

	
	氏　　　名
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


留意事項
・この名簿には、法人にあっては代表者のほか非常勤を含む役員及びその経営に事実上参加している者、法人格を有しない団体にあってはその代表者及び経営に事実上参加している者全員について記入してください。
・この名簿により提出いただいた情報については、募集要項に規定する失格条項の該当の有無を確認するため、照会に使用させていただく場合がありますのでご了承ください。
（様式４-１①）
子ども・子育てプラザにかかる子育て活動支援事業他２事業
　実施計画書
１．事業の趣旨・目的の達成及びサービスの向上Ⅰ
ⅰ事業運営
①　事業の実施方針・手法
	　各事業の趣旨・目的を踏まえ、具体的に示すこと。



※用紙が不足する場合は、複数枚にわたっても差し支えない。
（様式４-１②）
②　ニーズに応じた利用環境の整備
	　多様な子育て家庭の現状を踏まえ、プラザが各々の家庭にとって利用しやすいものとなるための具体的な取組み・工夫などについて



※用紙が不足する場合は、複数枚にわたっても差し支えない。
（様式４-１③）
③　職員体制について
（ア）配置する職員の人物像
	総括責任者

	

	子育て活動支援事業担当者

	

	ファミリー・サポート・センター事業担当者（支部コーディネーター）

	

	地域子育て支援拠点事業担当者

	


※２ページの「（４）職員配置」を参照し、各業務を担当するにふさわしい者として実際に配置（雇用）する際に重視する経験や資格要件、資質等を記載すること。
※子育て支援事業担当者は、地域支援担当者（アウトリーチ担当）及び児童健全育成担当者についても記載すること。
※地域子育て支援拠点事業担当者は、相談支援担当者についても記載すること。

※用紙が不足する場合は、複数枚にわたっても差し支えない。
（イ）配置予定者
	　配置予定者について記載してください。
行数は配置予定人数にあわせて適宜調整してください。

	№
	従事する業務
	資格・関連職務経験等
	常勤・非常勤の別
（本事業の従事時間）

	１
	
	
	· 常勤
· 非常勤（週　　時間）

	２
	
	
	· 常勤
· 非常勤（週　　時間）

	３
	
	
	· 常勤
· 非常勤（週　　時間）

	４
	
	
	· 常勤
· 非常勤（週　　時間）

	５
	
	
	· 常勤
· 非常勤（週　　時間）

	６
	
	
	· 常勤
· 非常勤（週　　時間）

	７
	
	
	· 常勤
· 非常勤（週　　時間）

	８
	
	
	· 常勤
· 非常勤（週　　時間）


※２ページの「（４）職員配置」を参照し、従事する業務別に経験や資格要件等を正確に記載すること。
※常勤雇用でも他事業等と兼任の場合は非常勤とし、当該業務に従事する時間を記入すること。
　（ウ）職員体制の考え方

※用紙が不足する場合は、複数枚にわたっても差し支えない。
（様式４-１④）

④　人材確保及び人材育成の考え方
	（ア）人材確保の考え方（どういった人材をどういった手法で確保するか）
※職員を定着させる工夫、欠員時の対応等について、具体的に記すこと。
（イ）人材育成の考え方（どういった人材をどういった手法で育成するか）

※職員間のコミュニケーション、職員の意識向上・資質向上に向けた取り組み等について、具体的に記すこと。
（ウ）現在、法人が実施している研修とその目的・効果について

（エ）当事業の受託者として実施する研修、また外部への研修参加についての計画（本市が主催となって実施する連絡会・研修会は、担当者が参加することが前提であるため除く）

※課題や必要性を明確にして記載すること




※用紙が不足する場合は、複数枚にわたっても差し支えない。
（様式４-１⑤）
⑤　安全管理・危機管理
	（ア）事故防止等の安全管理について
（イ）防犯・防災への備えと対策について
（ウ）非常災害・事故発生時の緊急対応について



※法人等で作成・活用しているマニュアル等があれば添付すること。

※用紙が不足する場合は、複数枚にわたっても差し支えない。
（様式４-２①）

１．事業の趣旨・目的の達成及びサービスの向上Ⅱ
ⅱ　事業計画 
①　事業計画　　　（１）子育て活動支援事業に関して
	（ア）総合的な計画、最終的な目標

（イ）前期計画（令和９年度～10年度の１～２年目にかかる具体的な計画）
（ウ）中期計画（令和11年度～12年度の３～４年目にかかる具体的な計画）
（エ）後期計画（令和12年度～13年度の４～５年目にかかる具体的な計画）




※用紙が不足する場合は、複数枚にわたっても差し支えない。
①　事業計画　　（２）ファミリー・サポート・センター事業に関して
	（ア）総合的な計画、最終的な目標

（イ）前期計画（令和９年度～10年度の１～２年目にかかる具体的な計画）
（ウ）中期計画（令和11年度～12年度の３～４年目にかかる具体的な計画）

（エ）後期計画（令和12年度～13年度の４～５年目にかかる具体的な計画）



※用紙が不足する場合は、複数枚にわたっても差し支えない。
①　事業計画　　（３）地域子育て支援拠点事業に関して
	（ア）総合的な計画、最終的な目標

（イ）前期計画（令和９年度～10年度の１～２年目にかかる具体的な計画）
（ウ）中期計画（令和11年度～12年度の３～４年目にかかる具体的な計画）

（エ）後期計画（令和12年度～13年度の４～５年目にかかる具体的な計画）




※用紙が不足する場合は、複数枚にわたっても差し支えない。
①　事業計画　　（４）区において実施する事業等に関して
	（ア）総合的な計画、最終的な目標

（イ）前期計画（令和９年度～10年度の１～２年目にかかる具体的な計画）
（ウ）中期計画（令和11年度～12年度の３～４年目にかかる具体的な計画）

（エ）後期計画（令和12年度～13年度の４～５年目にかかる具体的な計画）




※募集要項別紙２の２(５)その他の事業等について記載すること。
※用紙が不足する場合は、複数枚にわたっても差し支えない。
（様式４-２②）
②　サービス向上策
	子育て支援にかかるサービスとは何かを明確にしたうえで、具体的に記すこと。



※用紙が不足する場合は、複数枚にわたっても差し支えない。

（様式４-２③）
③　具体的な利用促進策
	　新規利用者の獲得と継続した利用につなげる取り組み等について、重要業績評価指標（KPI）を設定したうえで、具体的に記すこと。
（ア）総合的な計画、最終的な目標

評価指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（イ）前期計画（令和９年度～10年度の１～２年目にかかる具体的な計画）
評価指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（ウ）中期計画（令和11年度～12年度の３～４年目にかかる具体的な計画）

評価指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（エ）後期計画（令和12年度～13年度の４～５年目にかかる具体的な計画）
評価指標　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



※用紙が不足する場合は、複数枚にわたっても差し支えない。
（様式４-２④）
④　利用者のニーズと満足度の把握、苦情解決について
	　利用者のニーズの収集方法と反映手法、その結果の集約方法と効果測定等、具体的に記すこと。苦情への対処や過剰な要求における対応策についても記すこと。



※用紙が不足する場合は、複数枚にわたっても差し支えない。
（様式４-２⑤）
⑤　区役所・地域（他施設、関連機関）との連携
	　区の子育て支援にかかる現状と課題について言及し、具体的な連携手段について記すこと。



※用紙が不足する場合は、複数枚にわたっても差し支えない。
（様式４-３）
３．申請団体
子育て支援に関する施設・事業の運営実績
	事　　業　　名
（施設名）
	

	事業の実施時期
（施設の運営時期）

	

	事業の実施場所
（施設の所在地）

	

	事　業　概　要

	

	年間利用者数
（参加者数など）
	

	運　営　形　態
（直営、○○市から
の委託など）
	


（注1） 上記に関する実績報告書等を作成している場合は、当該書類もあわせて提出してください。
（注2） 複数ある場合は、事業（施設）ごとに作成してください。
（様式４-４①）
４．社会的責任・市の施策との整合
①　省エネ・省資源に向けた取組み
	　具体的な取り組みについて、記すこと。



· 用紙が不足する場合は、複数枚にわたっても差し支えない。
（様式４-４②）
②　就職困難者等の雇用への取組み
（各種就労支援事業を活用して過去１年間に雇用した人数等）
	就労支援事業名
	雇用実績数

	大阪市地域就労支援センター
	名

	大阪市障がい者就業・生活支援センター
	名

	大阪市ひとり親家庭等就業・自立支援センター
	名

	大阪市ホームレス就業支援センター
	名

	その他就職困難者等の就労支援の取組等


（様式４-４③）
③　個人情報保護に関する具体的な取組み
	（ア）個人情報が記載された書類の管理や取扱について
（イ）個人情報の保護に関する従事職員に対する措置について
（ウ）その他、個人情報への取り組みについて




※法人等で作成・活用しているマニュアル等があれば添付すること。

          ※用紙が不足する場合は、複数枚にわたっても差し支えない。
（様式５-１）
令和　年度　収支計画書
（１）収入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項　　　　目
	積　算　内　訳
	合　計

	委託料
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　　計
	


（２）支出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	項　　　　目
	積　算　内　訳
詳細は様式５－２の①～③のとおり
	合　計

	事業名
	（１）
	（２）
	（３）
	

	
	子育て活動支援事業
	ファミリー・サポート・センター事業
	地域子育て支援拠点事業
	

	人件費
	人件費

（課税）
	
	
	
	

	
	人件費

（非課税）
	
	
	
	

	事業費
	共通物件費
※
	
	
	
	

	
	事業費

（課税）
	
	
	
	

	
	事業費

（非課税）
	
	
	
	

	小　　　計
	
	
	
	

	消費税額

（課税経費×0.1）
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	


※　共通物件費は、子育て活動支援事業にまとめて計上すること。

※　年度ごとに作成すること。
（様式５-２①）
２　支出内訳
（１）人件費　　　　　　　　　　　　　　　　　※税抜額で記載すること。（単位：円）
	職　　種

	雇用
形態
	積算明細
常勤：単価×月数×人数
非常勤：単価×のべ時間数
諸手当等
	合　　計
	備　考

	（子育て活動支援事業）
・総括責任者
・地域支援担当者
・児童健全育成担当者
	
	
	
	

	（ファミリー・サポート・センター事業）
・事業担当者
	
	
	
	

	（地域子育て支援拠点事業）
・事業担当者
	
	
	
	

	その他

	
	
	
	

	合　　　　　　計
	
	


※　記入欄が不足する場合は、適宜追加すること
※　年度ごとに作成すること。
（様式５-２②）
（２）事業費
①共通物件費
※税抜額で記載すること。（単位：円）
	項　目
	区　　分
	積　算　内　訳
	合計金額
	備　　考

	共通物件費（事務費、保険代、光熱水費）等
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合　　　　　　計
	
	


※　記入欄が不足する場合は、適宜追加すること。
※　共通物件費は、子育て活動支援事業にまとめて計上すること。

※　清掃等にかかる経費については、共通物件費に計上すること。
※　年度ごとに作成すること。
（様式５-２③）
（２）事業費
　②事業費
※税抜額で記載すること。（単位：円）
	項　目
	区　　分
	積　算　内　訳
	合計金額
	備　　考

	（１）

子育て活動支援事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小　計（課税）
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	小　計（非課税）※
	
	

	
	合　　計
	
	

	項　目
	区　　分
	積　算　内　訳
	合計金額
	備　　考

	（２）

ファミリー・サポート・センター事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	合　　計
	
	

	項　目
	区　　分
	積　算　内　訳
	合計金額
	備　　考

	（３）

地域子育て支援拠点事業
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	合　　計
	
	


※　記入欄が不足する場合は、適宜追加すること。
※　共通物件費を除く事業費について、事業ごとに計上すること。
※　子育て活動支援事業の「小計（非課税）」欄には、非課税の取扱いになる地域支援及び児童健全育成にかかる事業費を記載すること。
※　年度ごとに作成すること。
（様式６）
障がい者雇入れ計画書
	１　障がい者の雇用計画人数
	人

	２　雇用計画の期間
	雇用予定時期
	人　　　数

	
	年　　　月
	人

	
	年　　　月
	人

	
	年　　　月
	人

	３　就業予定場所等
	就業予定場所
	職種名
	人　数

	
	
	
	人

	
	
	
	人

	
	
	
	人

	
	
	
	人

	４　計画を実現する
ための具体的な取組み
	


上記のとおり障がい者の雇入れ計画については、確実に実施することとし、雇用後はすみやかに報告します。
大阪市長　　　　　　　　様
令和　　年　　　月　　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　主たる事務所の所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 法人等の名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 代表者氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（様式７-１）
子ども・子育てプラザにかかる子育て活動支援事業他２事業
委託事業者募集要項に係る第１回説明会参加申込書
大阪市こども青少年局子育て支援部
管理課（子育て支援グループ）　宛
（Ｅ-mail：kosodateplaza-bosyuu@city.osaka.lg.jp）
令和　　年　　月　　日
次のとおり、説明会の参加申込みをいたします。
	説明会日時
	第１回　　令和８年９月24日（木）　10：30～

	法人名称
	

	法人所在地
	

	参加者氏名
（２名まで）
	

	担当者氏名
及び連絡先
	担当部署：
担当者：
電話：
ＦＡＸ：
Ｅ-mail：


	備　　　考
	


（注）この申込書は、ＦＡＸ等によらずメールにて送付のこと。
９月17日（木）午後５時〆切
　（様式７-２）
子ども・子育てプラザにかかる子育て活動支援事業他２事業
委託事業者募集要項に係る第２回説明会参加申込書
大阪市こども青少年局子育て支援部
管理課（子育て支援グループ）　宛
（Ｅ-mail：kosodateplaza-bosyuu@city.osaka.lg.jp）
令和　　年　　月　　日
次のとおり、説明会の参加申込みをいたします。
	説明会日時
	第２回　　令和８年９月28日（月）　14：30～



	法人名称
	

	法人所在地
	

	参加者氏名
（２名まで）
	

	担当者氏名
及び連絡先
	担当部署：
担当者：
電話：
ＦＡＸ：
Ｅ-mail：


	備　　　考
	


（注）この申込書は、ＦＡＸ等によらずメールにて送付のこと。
９月24日（木）午後５時〆切
　（様式８）
委託事業者応募申請に関する質問票
大阪市こども青少年局子育て支援部
管理課（子育て支援グループ）　宛
（Ｅ-mail：kosodateplaza-bosyuu@city.osaka.lg.jp）
	法人名称
	

	（質問事項）
　※区が独自に実施する事業(募集要項別紙２の２(５))に関する質問の場合は、区名を明記すること。

	担当者氏名及び連絡先
	担当部署：
担当者：
電　話：
Ｅ-mail：


（注１）複数区にわたり質問する場合、区別に提出すること。
（注２）質問事項は、簡潔に要点のみ記載すること。
（注３）この質問票は、ＦＡＸ等によらずメールにて送付のこと。
９月29日（火）午後５時〆切
（様式９-１）
子ども・子育てプラザにかかる子育て活動支援事業他２事業
　委託事業者応募申請辞退届
令和　　年　　月　　日
大　阪　市　長　　様
(申請者）
主たる事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名
　子ども・子育てプラザにかかる子育て活動支援事業他２事業委託事業者に応募したく申請しておりましたが、今般、本申請について、当方の都合により、辞退いたしますので、お届けいたします。
	応募した区
	（　　　　　　　）　区

	担当者氏名及び連絡先
	担当者部署：
担当者氏名：　　　　　　　　　
電話番号：（　　　　）　　　－
Ｅ-mail：


（様式９-２）
子ども・子育てプラザにかかる子育て活動支援事業他２事業
　委託事業者応募申請辞退届
令和　　年　　月　　日
大　阪　市　長　　様
（申請団体名称）
（代表者）主たる事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名
　　　　　　（構成員）主たる事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名
　　　　　　（構成員）主たる事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名
　　　　　　（構成員）主たる事務所の所在地
法人等の名称
代表者氏名
　子ども・子育てプラザにかかる大阪市子育て活動支援事業他２事業委託事業者に応募したく申請しておりましたが、今般、本申請について、当申請団体の都合により、辞退いたしますので、お届けいたします。
	応募した区
	（　　　　　　　）　区

	担当者氏名及び連絡先
	所　　　属：
担当者部署：
担当者氏名：　　　　　　　　　
電話番号：（　　　　）　　　－
Ｅ-mail：


　充実した事業実施にかかる、日々の安定かつ継続した職員体制への考え方や取り組み等について具体的に記すこと。
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